


２ 歳出の主要点 

（１）人件費                            △  1,673,954千円 

退職者の見込み精査に伴い退職手当を2,463,057千円減額するなど、1,673,954千円を

減額補正する。       

（２）金融対策事業                        △ 4,998,586千円 

     平成１６年度に県単融資制度が預託方式から利子補給制度に切り替わった際の県単融

資制度貸付金の過年度残高分の預託額の減額等により、4,998,586千円を減額補正する。 

（３）市町村振興事業貸付金                        269,400千円 

     被災者生活住宅再建支援市町村負担金及び台風２１号により被害を受けた公共施設の

復旧費用等について貸付を行うため、269,400千円を増額補正する。 

（４）公共事業等                          △ 2,481,754千円 

① 一般公共事業                        △ 269,931千円 

      国の内示額の増減等に伴い、港湾事業で68,100千円、農業農村事業で75,410千円を

減額するなど、269,931千円を減額補正する。 

② 直轄事業                          △ 104,712千円 

国の内示額の増減等に伴い、河川事業で71,607千円、海岸事業で60,367千円を減額

するなど、104,712千円を減額補正する。 

③ 県単公共事業                          △ 1,402,493千円 

事業計画の変更等に伴い、道路事業で574,576千円、都市計画事業で277,989千円、

河川事業で148,080千円の減額を行うなど、1,402,493千円を減額補正する。    

     ④ 災害復旧事業                         △ 87,054千円 

   ⑤ 受託事業                           △ 617,564千円 

（５）基金積立金                                              5,421,403千円 

     県税収入の増など、歳入・歳出予算の増減に伴い、県債管理基金に5,222,161千円を 

積み立てるなど、5,421,403千円を増額補正する。 

（６）ＮＴＴ債元金償還金                         4,828,384千円 

ＮＴＴ債元金償還が、国の補正により平成１６年度に一部前倒しされたことに伴い、

4,828,384千円を増額補正する。 

 

Ⅱ 特別会計の内容                            567,393千円 

歳出の主要点 

   中小企業者等支援資金貸付事業等特別会計            335,185千円 

     貸付先の繰上償還に伴う中小企業総合事業団償還金及び一般会計繰出金の増額など、

335,185千円の増額補正を行う。 
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